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今月特にお知らせしたい市政情報や話題を掲載しています。

第７次池田市総合計画前期基本計画（５～９年度）における行財政改革の指針として「行財政ステッ
プアップガイド」を策定しました。同ガイドがめざす方向性の実現に向けたアクションプランとして、

「行財政ステップアップガイド重点計画」を取りまとめ、市の全ての施策に関わる特に重要な課題を10
の重点ターゲットとして位置付け、PDCAサイクルを通じて進

し ん

捗
ちょく

管理しています。「みんなで取り組む
まちづくり」と「持続可能な都市経営」の２つの視点でより一層の行財政改革を推進し、市民サービ
スの質を確保しながら、行財政改革に取り組みます。

総合計画が描くまちの将来像の実現をめざして

行財政ステップアップガイド
重点計画の取り組み状況に関する報告

IKEDA
TOPICS

市政情報

○ID18803
問合 政策企画課
☎︎754・6213

地域分権制度の認知度向上への	
取り組みの推進

広報誌を活用した「地域分権レポート」の発信、
地域分権活動発表会の開催、地域コミュニティリ
ーダー養成講座の開催

1

みんなでつくるまちの寄付の	
活用の推進

ふるさと納税および企業版ふるさと納税の寄付
促進

7SDGs推進プラットフォームの	
活性化に向けた取り組みの推進

SDGs推進プラットフォームニュースの配信、
SDGs推進プラットフォーム会合（女性が一層活躍
できる職場づくり）の開催

2

人材育成およびワークライフバランス
の向上による組織力の強化

階層別研修の実施、新規採用職員に対する人事
課によるフォローアップ面談の導入、年次有給休
暇の取得推進

8
シティプロモーションによる	
関係人口拡大に向けた取り組みの推進

シティプロモーション基本方針の策定、ウォン
バット課（自称）のSNSアカウントを活用した情報
発信、ライフスタイルブック「GOOD LIFE IKEDA」
の作成、「ウォンtoいけだ」プロジェクトの実施

3

公共施設などの保全、適正配置、	
有効活用の推進

公共施設などの総量削減目標の設定、公共施設
のあり方に関する市民アンケート調査の実施

9
官民連携デスクを通じた連携の推進

包括連携協定の締結（第一生命保険㈱）、個別連
携協定の締結（ダイドードリンコ㈱など）、その他
既存協定先との取り組み（ソフトバンク㈱、三井住
友信託銀行㈱、㈱池田泉州銀行、大塚製薬㈱など）

4

他団体との広域的な取り組みの推進
北大阪消防指令センター運用開始に向けた協

議・体制構築

10

自治体ＤＸ（デジタルトランスフォー	
メーション）の推進

電子決裁システム、電子申請システム、議事録
作成支援システム、在庫管理支援システム、電子
契約システム、郵便料金計器の導入

5

滞納の縮減に向けた取り組みの推進
収納対策本部会議における課題の掘り起こし、

大阪府域地方税徴収機構への滞納事案の引き継ぎ
と滞納整理の実施、預貯金などの電子照会サービ
スの活用

6

※行財政ステップアップガイド重点計画は市ホームペー
ジや市役所2階行政情報コーナーでご覧ください。

１０の重点ターゲットに係る主な取り組み実績5年度
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5年度決算の概要
IKEDA
TOPICS

市政情報

問合 財政課
☎754・6103

歳入総額から歳出総額を引いた形式収支は3億9,191万円の黒字となり、これから翌年度に持ち
越した事業の支払いに使う繰越財源2億2,116万円を差し引いた実質収支は1億7,075万円となり
ました。
※金額は1万円未満を四捨五入しているため、合計金額が合わないことがあります。
　市民人数　10万2,708人（6年3月31日現在）

歳入総額は425億8,767万円で、前年度に比べて15
億3,019万円（3.7％）の増加となりました。

内訳を見ると、自主財源※では、歳入の根幹である市
税が3億8,418万円（2.2％）減少したものの、繰入金が
10億2,427万円（1,177.4％）増加するなど、5億5,840
万円（2.8％）の増加となっています。

また、依存財源では、新型コロナウイルスワクチン接
種関連の減少などにより、国庫支出金が3億8,035万円

（4.1％）減少したものの、地方交付税が8億1,413万円
（18.0％）増加するなど、9億7,179万円（4.6％）の増加
となっています。

なお、市の借金である市債の残高は、前年度より26
億7,402万円減少し、303億3,030万円となっています。
※自主財源とは市税や使用料などのように自ら徴収・収納する
財源のことです。また、依存財源とは国庫支出金や地方交付税
のように、国や府から定められた額が交付される財源のことで
す。なお、市債は府の同意を得て発行するため、依存財源とな
っています。

歳出総額は421億9,576万円で、前年度に比べて13
億7,095万円（3.4％）の増加となりました。

性質別では、前年度に比べ障がい福祉関連の増加など
で扶助費が6億3,356万円（6.5％）増加したものの、新
型コロナウイルスワクチン接種関連の減少などにより物
件費が10億1,599万円（12.2％）減少しています。

目的別では、障がい福祉や生活保護、子育て支援など
に要する経費である民生費の割合が一番多く、歳出総額
の47.2％を占めています。

前年度との比較では、私立保育所等整備補助事業など
により民生費が13億6,141万円（7.3％）、スポーツ施設等
管理運営事業などにより教育費が7億2,971万円（16.0
％）、それぞれ増加となった一方、新型コロナウイルス
ワクチン接種関連の減少などにより衛生費が9億8,166
万円（18.8%）の減少となっています。

425億8,767万円
市民1人当たり41万4,648円

421億9,576万円
市民1人当たり41万832円

歳入 歳出

その他の依存財源
10億8,925万円（2.5％）　

歳　入
自主財源
205.3億
（48.2％）

依存財源
220.5億円
（51.8％）

市税
168億6,585万円
（39.6%）

国庫支出金
89億6,158万円（21.1％）

10億2,970 2.4
市債

10億2,970万円（2.4％）

32億1,959 7.6
府支出金

32億1,959万円（7.6％）

地方交付税
53億3,730万円

（12.5％）

24億1,424 5.7
地方消費税交付金

24億1,424万円（5.7％）

繰越金 1億3,267万円（0.3％）
使用料及び手数料
8億7,811万円（2.1%）

寄附金 2億1,264万円（0.5％）
分担金及び負担金
3億127万円（0.7％）

財産収入 1,722万円（0％）

繰入金
11億1,126万円（2.6%）
諸収入
10億1,699万円（2.4%）

人件費
79億657万円
（18.7％）

扶助費
103億5,862万円

（24.6％）

万
公債費

38億1,711万円
（9.0％）

投資的経費
25億3,137万円（6.0％）

物件費
72億8,792万円（17.3％）

その他
102億9,417万円
（24.4％）

民生費
199億2,227万円
（47.2%）

 万円（ ％）公債費 38億1,711万円（9.0％）

教育費
53億110万円（12.6％）

衛生費 
万円

（ ％）

衛生費 
42億3,676万円
（10.0％）

土木費 30億1,702万円（7.2％）
消防費 14億1,172万円（3.3％）
その他の経費 6億9,431万円（1.7％）

義務的経費
220.8億円
（52.3％）

歳　出

総務費 37億9,547万円（9.0％）

性質別性質別

目的別
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一般会計

特別会計

歳入総額� 425億8,767万円

歳出総額� 421億9,576万円

形式収支� 3億9,191万円

実質収支� 1億7,075万円

国民健康保険 財産区 介護保険事業 後期高齢者医療事業

歳入総額 105億7,201万円 3億748万円 103億4,952万円 22億1,014万円

歳出総額 101億4,133万円 2,517万円 101億1,771万円 21億4,141万円

実質収支 4億3,068万円 2億8,231万円 2億3,181万円 6,873万円
※各会計とも、翌年度へ繰り越すべき財源などがないので、形式収支＝実質収支となっています。

市有財産の状況
土地および建物 土　地 建　物

公用財産 49,080.09㎡ 31,707.64㎡ 
公共用財産 1,489,976.26㎡ 213,850.98㎡ 
普通財産 347,015.23㎡ 19,700.78㎡ 

財産区財産 123,594.14㎡ 0.00㎡ 
合　計 2,009,665.72㎡ 265,259.40㎡ 

有価証券 4,435万円
出資による権利 1億5,111万円

物品（50万円以上） 1,011件
基　　金 80億6,254万円

市債残高

普
通
債

教　　育 66億5,988万円
土　　木 24億5,943万円
総　　務 21億783万円
衛　　生 17億6,548万円
民　　生 12億368万円
消　　防 3億8,650万円
商工労働 2,597万円

災害復旧債 1億3,956万円
そ　の　他 155億8,197万円
合　　　計 303億3,030万円

経常収支比率
経常収支比率とは、通常の行政サービ

スを行うために必要な費用（経常経費）
を、市税などの一般的な財源（経常一般財
源）でどれくらい賄えているかを示す比率
です。臨時的な要因を除いた指標ですの
で、どのくらい財政の柔軟性があるかを
見る指標となっています。

5年度は97.4％で、4年度と比べ1.5ポ
イント悪化しました。

健全化判断比率と資金不足比率
自治体財政の早期健全化・再生と病院事業、水道事業や下水道事

業など公営企業の経営が健全か判断するために、４つの健全化判断
比率と２つの基準について、また公営企業の資金不足比率とその基
準について公表が義務付けられています。

基準を超えると健全化に向けた計画を策定しなければなりません
が、5年度はいずれも基準内となっています。
【健全化判断比率】

5年度 早期健全化
基準

財政再生
基準

実質赤字比率
一般会計の赤字の大きさを表す指標 － 12.16%　20.00%

連結実質赤字比率
全会計の赤字の大きさを表す指標 － 17.16% 30.00%

実質公債費比率
一般会計の地方債の負担の大きさを表す指標 2.0% 25.0% 35.0%

将来負担比率
一般会計が将来負担する負債の大きさを表す指標 － 350.0%

※赤字額がない場合、将来負担比率が算定されない場合には、「－」の表示となります。

【資金不足比率】各企業会計の資金不足額の大きさを表す指標

5年度 経営健全化基準
病院事業会計 － 20.0%
水道事業会計 － 20.0%

公共下水道事業会計 － 20.0%
※資金不足額がない場合には、「－」の表示となります。

90

92

94

96

98

100

2元 3 4 5

（％）

（年度）
※5年度は速報値です。

池田市

府内市平均
（政令市を除く）

93.4

94.8

95.9

97.4

95.7

94.5

92.0

95.7

96.7

93.0
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お知らせします

市職員の人事・給与の状況
IKEDA
TOPICS

市政情報

○ID2158
問合 人事課

☎754・6203

「池田市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」第７条の規定に基づき、本市の状況につい
てお知らせします。

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

区分
部門

職員数（人） 対前年増
減数（人） 主な増減理由

5年 6年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　会 8 8 0

総務企画 105 110 5 庁舎管理、ダイバーシティセンター、住宅施策、
災害対策などの増員

税　務 26 29 3 税務業務の増員
民　生 136 141 5 児童発達支援、やまばと学園の増員
衛　生 71 82 11 こども家庭センター機能設置に伴う増員
労　働 0 0 0

農林水産 4 4 0
商　工 7 8 1 商業活性化事業などの増員
土　木 55 57 2 交通施策、建築確認申請業務などの増員

計 412 439 27 〈参考〉
　
　

人口１万人当たり職員数39.97人
（類似団体の人口１万人当たり職員数47.43人）

教育部門 109 116 7 学校施設管理、教育センターの増員
消防部門 112 130 18 救急隊増隊による増員
小　計 633 685 52 〈参考〉

　
　　

人口１万人当たり職員数61.41人
（類似団体の人口１万人当たり職員数61.81人）

公
営
企
業
等

会
計
部
門

病　院 547 561 14 看護体制強化による看護師の増員
水　道 49 49 0
下水道 25 26 1 総務業務の増員
その他 33 34 1 保険給付業務の増員
小　計 654 670 16

合　計 1,287 1,355 68 〈参考〉
(1,433) (1,451) 　 人口１万人当たり職員数131.46人

（注）1　�総務省実施「地方公共団体定員管理調査」に基づき、職員数は一般職に属する職員数です。休職者、
派遣職員（※）などは含みますが、短時間勤務、臨時、非常勤、会計年度任用職員は除いています。

	 2　（　）内は、条例定数の合計です。
	 3　類似団体の人口１万人当たり職員数は５年４月１日現在のものです。

（2）職員の採用・退職状況（５年度）
職種 採用（人） 退職（人）

事務系 28 6
技術系 17 5
技能職 8 4
消防職 17 0
教育職 8 6
小　計 78 21
医療職 63 57
合　計 141 78

1.職員の任免および職員数

（1）人件費（５年度普通会計決算）

人口 歳出額
A 実質収支 人件費

B
人件費率

(B/A)
（参考） 
前年度の
人件費率

102,708
人

421億
8,171万
3千円

1億
7,075万
3千円

78億
2,568万
6千円

18.6％ 18.9％

※人件費には、特別職などに支給される給料、報酬などを含みます。

（2）給与費（５年度普通会計決算）

職員数 A
給与費 短時間勤務職

員分を除く給
与費 Ｂ

1人当た
り

給与費
（Ｂ/A）

給料 職員手当 期末勤勉
手当 計

685人
25億

9,469万
2千円

8億
9,313万
6千円

11億
5,346万
9千円

46億
4,129万
7千円

42億
498万円
6千円

613万
9千円

※職員手当は、退職手当、児童手当を含みません。
※職員数は、６年４月１日現在の人数です。

（3）職員の平均給料月額および平均年齢状況（６年４月１日現在）
一般行政職 全職種

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢
307,248円 39.4歳 315,653円 39.8歳

※一般行政職とは、地方公務員給与実態調査に基づく区分であり、国の税務
職俸給表や福祉職俸給表の適用を受ける者に相当する職員などを除いたもの
です（以下の項目についても同じ）。

（4）職員の初任給の状況（６年４月１日現在・一般行政職）
区分 初任給 採用２年経過日給料

大学卒 208,000円 219,600円
高校卒 181,800円 194,000円

�（5）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額・平均年齢の状況	
� （６年４月１日現在・一般行政職）

区分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

大学卒 33.4 歳 38.3歳 43.4歳
264,914円 302,300円 372,940 円

高校卒 — — —
— — —

3.給与

2.職員の人事評価の状況（５年度）

評価期間
上期 4月1日～9月30日
下期 10月1日～6年3月31日

評価対象者 全職員
給与反映 昇給・勤勉手当

※市長部局の職員の状況です。
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（7）主な職員手当の状況
①期末・勤勉手当（５年度支給割合）

期　別 期末手当 勤勉手当
６月期 1.200月分(0.675月分) 1.000月分(0.475月分)
12月期 1.250月分(0.700月分) 1.050月分(0.500月分)

計 2.450月分(1.375月分) 2.050月分(0.975月分)
※（　）内は、再任用職員への支給月数です。
※職制上の段階、職務の級などによる加算措置があります。

②退職手当
事由

勤続 自己都合 勧奨・定年

20年 19.6695月分 24.586875月分
25年 28.0395月分 33.27075月分
35年 39.7575月分 47.709月分

最高限度 47.709月分 47.709月分

③特殊勤務手当（６年４月１日現在）
手当の種類（手当数） ５（8）
支給職員の多い手当 ごみ・し尿等取扱手当

④扶養手当（６年４月１日現在）
区　分 配偶者 子 父母等

支給額（月額）（次・課長級以下） 6,500円 10,000円 6,500円
支給額（月額）（部長級） 3,500円 10,000円 3,500円

⑤住居手当（６年４月１日現在）
区　分 借家・間借り

支給額（月額） 28,000円以内

⑥通勤手当（６年４月１日現在）
区　分 交通機関利用 交通用具利用

支給額（月額） 55,000円以内 2,000〜31,600円 

（8）特別職の報酬等の状況

区　分 給料・報酬月額 期末手当
（６年４月１日現在） （５年度支給割合）

市　長 686,000円  ６月期…2.175月分
12月期…2.175月分
　 計　…4.350月分

副市長 765,000円
教育長 675,000円
議　長 700,000円  ６月期…2.175月分

12月期…2.175月分
　 計　…4.350月分

副議長 640,000円
議　員 600,000円

（6）級別職員数の状況（６年４月１日現在・一般行政職）

区　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級
小計

３級の２ 消防職給料表
適用者 計標準的な

職務内容 一般職員 主任 副主幹 主幹 次長課長 部長参事 主任 副主幹

職員数 5人 95人 106人 53人 50人 62人 9人 380人 5人 1人 386人
構成比 1.3% 24.6% 27.5% 13.7% 13.0% 16.0% 2.3% 98.4% 1.3% 0.3% 100.0%

※本市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。標準的な職務内容には、それぞれの級に該当する代表的な職名を掲げています。３級の２の職員
については、平成20年４月１日から経過措置として「池田市一般職の職員の給与に関する条例」附則別表第７が適用されています。

（1）勤務時間の状況
勤務日 勤務時間 休憩時間

月～金曜日 8：45～17：15 12：00～12：45
※本庁などに勤務する場合の例です。

（2）年次有給休暇の取得状況（５年度）
総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数
13,143日 4,750日 351人 13.5日

※対象職員は市長部局に勤務する非現業の一般職員です。

4.勤務時間その他の勤務条件の状況

（1）育児休業の状況（５年度）
区　分 男性 女性

年度内に子が生まれた職員数 36人 34人
新規取得 12人 34人
再度取得   1人   1人

（2）部分休業の状況（５年度）
区　分 男性 女性

新規取得 1人 20人

（3）介護休暇の状況（５年度）
区　分 男性 女性

１月超２月以下 0人 1人
２月超３月以下 0人 1人

３月超 0人 2人

（4）介護時間の状況（５年度）
区　分 男性 女性
取得 0人 0人

5.職員の休業に関する状況

分限処分 休職 降給 降任 免職
勤務実績不良   0人 0人 0人 0人
心身の故障 20人 0人 0人 0人

職に必要な適格性の欠如   0人 0人 0人 0人
その他   0人 0人 0人 0人

懲戒処分 戒告 減給 停職 免職
法令違反   0人 0人 0人 0人

職務上の義務違反   0人 0人 0人 0人
全体の奉仕者として
ふさわしくない非行   0人 0人 0人 0人

6.分限および懲戒処分の状況

　法令等および上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、
秘密を守る義務、職務に専念する義務、政治的行為等の禁止、営利企
業等の従事制限が課せられています。

7.服務の状況

退職者数 78人
うち管理職員退職者数   7人

8.職員の退職管理の状況（５年度）

体　系 受講者数
階層別研修 893人
専門研修 772人
派遣研修   75人

9.研修の状況（５年度）

区　分 内　容
共済事業 長期給付事業、短期給付事業

厚生事業 保健事業、慶弔等給付金、元気回復事業、
生活資金等の貸付

※地方公共団体は、地方公務員法に基づき、職員の健康、元気回復などのた
めの事業を実施しなければなりません。

10.福利厚生制度（５年４月１日現在）

職員の苦情相談の処理の状況 2件
勤務条件に関する措置の要求の状況 0件
不利益処分に関する審査請求の状況 0件

11.公平委員会の業務（５年度）
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安定した経営をめざして

公営企業業務報告
IKEDA
TOPICS

市政情報

6年度上半期（4月1日~9月30日）の水道・公共下水道・病院事業の業務報告をします。

問合〈水道・公共下水道〉経営企画課☎754・6069
〈病院〉財務経営課☎751・2881

水道事業 公共下水道事業

今年度上半期の収入は10億7,769万円（前年度同期比
3,294万円増）で、支出は4億8,427万円（同2,551万円
減）です。従って、当期収支差引額は5億9,342万円とな
り、前年度同期比では5,845万円の増加となっています

（収入:長期前受金戻入減価償却見合い分当期予定額
6,672万円、支出:減価償却費当期予定額4億5,613万円
を含まず）。

今年度は、前年度に引き続き第2次施設整備計画に基
づき、施設の更新などを進めており、余野川取水設備更
新工事、配水管布設替などを順次行っています。

今後も、安全で良質な水道水を安定して供給するとと
もに、効率的な経営に努めます。

■水道事業　業務報告（上半期）
区分 年間予算額 上半期実績 確定率

事業収入 25億547万1千円 10億7,769万6千円 43.0%

事業費用 23億6,927万円 4億8,427万3千円 20.4%

差　　引 1億3,620万1千円 5億9,342万3千円 －

今年度上半期の収入は9億3,276万円（前年度同期比
8,684万円増）で、支出は3億9,905万円（同2,668万円
減）です。従って、当期収支差引額は5億3,371万円とな
り、前年度同期比では1億1,352万円の増加となってい
ます（収入:長期前受金戻入減価償却見合い分当期予定額
4億1,630万円、支出:減価償却費当期予定額7億3,755
万円を含まず）。

今年度は、前年度に引き続き雨水路の整備や汚水管渠
き ょ

および下水処理場施設の更新を進めます。
今後も経営の健全化を図り、水循環の保全に努めます。

■公共下水道事業　業務報告（上半期）	
区分 年間予算額 上半期実績 確定率

事業収入 30億188万8千円 9億3,275万8千円 31.1%

事業費用 29億9,697万6千円 3億9,904万9千円 13.3%

差　　引 491万2千円 5億3,370万9千円 －

病院事業

今年度上半期の収入は62億6,209万円（前年度同期比
1億1,329万円減）で、支出は68億3,244万円（同2億
8,408万円増）です。当期収支差引額は5億7,035万円の
赤字（減価償却費の上半期予定額を含む）となっています。

費用は、給与費が職員の増加、また材料費とともに経
費の内の光熱水費や賃借料、委託料については物価高騰、
さらに高額医療機器の修繕も発生したことから、大きく
増加することとなりました。

収入は、患者数は減少しましたが、入院単価が増加し
たことにより医業収益は4,200万円増加となりました。
しかし、医業外収益における補助金の大幅な減少もあり、
当期収支差引額は5億7千万円の赤字を計上することと
なりました。

施設・設備の整備については、手術室で使用する麻酔

器、各病棟のセントラルモニタなど医療機器・備品の更
新を図りました。

今後とも安全で良質な医療を継続して提供するため、
引き続き、診療機能の強化・充実による収益の確保とと
もに費用の抑制に努め、安定的な財政基盤の確立をめざ
します。

■病院事業　業務報告（上半期）
区分 年間予算額 上半期実績 確定率

事業収入 144億2,068万3千円 62億6,209万4千円 43.4％

事業費用 146億8,569万2千円 68億3,244万1千円 46.5％

差　　引 ▲2億6,500万9千円 ▲5億7,034万7千円 －

※�月次決算を行っているため減価償却費の年間予定額5億6,810万7
千円の1/2を上半期実績に含む。

入院および外来患者数�
区分 健保 国保 後期高齢者 医療保護 労災 その他 合計

入　院 10,296人   8,688人 27,841人 1,258人 133人    727人 48,943人

外　来 33,507人 21,762人 39,747人 1,659人 199人 1,874人 98,748人
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舞台で魅せろ！究極の芸

社会人落語日本一決定戦
IKEDA
TOPICS

イベント

16回目を迎える同大会が今年も開催されます。
全国339人の頂点をめざして、ここ池田で繰り広げ

られる噺（はなし）の応酬。
ぜひお楽しみください。

事前審査を通過した約160人が６つの会場で落
語を披露。
時間 12月7日㈯10時30分（開場10時）
場所 �落語みゅーじあむ、中央公民館、池田駅前南

会館、市役所7階大会議室、市民活動交流セ
ンター、西光寺

予選会を勝ち進んだ10人が市民文化会館の舞台
で競います。日本一が決定する大舞台の笑いと感
動をぜひご一緒に。
時間 12月8日㈰11時（開場10時30分）　
場所 �市民文化会館  

〈審査員〉桂文枝（大会統括）、桂小文枝（落語
家）、木下昌輝（作家）、日高美恵（よせぴっ編
集者）

※入場整理券の配布は終了しました。

問合 社会人落語日本一決定戦
大会事務局

☎753・4443

予選会

決勝戦

体を動かしてみませんか

スポーツ教室受講者を募集
IKEDA
TOPICS

募　集

 問合
 総合スポーツセンター☎761・5137
 夫婦池公園テニスコート☎751・1400
 五月山体育館☎750・2430

各施設でスポーツ教室の受講者を募集しています。教室の詳細や申込方法は各施設
のホームページをご覧ください。
※インターネット環境がない方は各施設で要項を配布しています。

総合スポーツセンター
�　一般教室（ヨガ、健康フィッ
トネス、スロートレーニング、
バレーボールなど）、子ども教
室（親子体操、幼児の体力づく
り、K-POPダンス、バスケット
ボールなど）

夫婦池公園テニスコート
�　冬期ヨガ教室（ヨガ、メディ
カルヨガ、リフレッシュヨガ、
ピラティスなど）

五月山体育館
�　第4期スポーツ教室（ヨガ、
エアロビクス、水泳教室、フッ
トサルなど）

▲総合スポーツセンター
ホームページ

▲夫婦池公園テニス
コートホームページ

▲五月山体育館
ホームページ
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「子どもの豊かな育ち」をめざして

全国学力・学習状況調査の
結果について

IKEDA
TOPICS

子育て

○ID18847
問合 学校教育推進課

☎754・6293

本市の小学生の状況

【国語】
平均正答率は69.2％（全国：67.7％）で、おおむね

良好な結果でした。また、昨年度、課題として挙げら
れていた記述式の無解答率については、今年度は約8
％（昨年度：約12％）で改善傾向にあります。一方で、
設問ごとの正答率を見ると、「目的や意図に応じて、
事実と感想、意見とを区別して書くなど、自分の考え
が伝わるように書き表し方を工夫すること」に課題が
見られました。今後も引き続き、自分の考えを書いて
表現する場面を多く設定するなど、書く力の育成に励
みます。
【算数】

平均正答率は64.8％（全国：63.4％）であり、おお
むね良好な結果でした。ただし、全国と同様、「道の
りが等しい場合の速さについて、時間をもとに判断

し、その理由を書く問題」の正答率が31.2％(全国：
31.0％)と低く、課題が見られました。日々の指導の
中で、単に計算問題での習熟に終始するのではなく、
その根拠について記述する学習に取り組むなど、指導
の改善を図っていきます。
【児童質問紙】

「先生は、あなたのよいところを認めてくれている
と思いますか」に対し、肯定的に回答した児童の割合
が94.4％と高く、児童の個性を大切にした関わりがで
きていると考えられます。今後も、個性や多様性を認
め合い、安心して授業や学校生活を送ることができる
風土をつくるとともに、児童一人一人が活躍すること
のできるよう、多様な場の設定を図り、個性が輝く魅
力ある学校づくりに取り組んでいきます。

本市の中学生の状況

【国語】
平均正答率は61.1％（全国：58.1％）で、全国を３

ポイント上回っていました。学習指導要領の各内容に
おける平均正答率を見ると、全ての内容において全国
を上回っており、良好な結果でした。今後も引き続
き、話す・聞く・書く・読む活動を、バランスよく授
業の中に取り入れ、言語能力の育成に励みます。

【数学】
平均正答率は56.9％（全国：52.5％）で、全国を4.4

ポイント上回っていました。16問中15問が全国の正
答率を上回っており、良好な結果でした。特に、計算
力の定着など、基礎的な知識および技能の習得に一定
の成果が見られました。
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6年度全国学力・学習状況調査は、全国の小学６年生と中学３年生を対象に、
4月18日に実施されました。今年度の学力調査は、国語・算数（数学）で行われ
ました。また、学習状況調査は、学習意欲、学校環境、生活習慣などについて、
アンケート形式で行われました。
※調査結果についての詳細は、市ホームページをご覧ください。本調査結果は、子どもた
ちの学力や学習状況、生活状況の一部を示すものであり、全てを表すものではありません。
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【生徒質問紙】
「いじめは、どんな理由があってもいけないことだ

と思いますか」に対し、「当てはまる」と強い肯定で
回答した生徒の割合が69.4％(全国：77.5％)で全国
を下回っていました。「どちらかといえば当てはまる」

と回答した生徒も含めば93.9％ですが、この項目につ
いては、強い肯定で回答する割合を限りなく100％に
近づけたいと考えています。生徒一人一人がいじめを
許さない態度・能力を身に付けられるよう、いじめの
未然防止教育や人権教育を一層推進していきます。

ICT環境の活用状況について

「PC・タブレットなどのICT機器を、どの程度使用
しましたか」に対し、「ほぼ毎日」と回答した児童・
生徒の割合は、小学校が49.6％（全国：25.3％）、中
学校が62.5％（全国：31.0％）で、本市はICT機器の
使用頻度が高く、授業におけるタブレット活用が全国

比較において進んでいる状況にあります。ICT機器の
活用が、新しい学びの可能性を開き、時代の変化に対
応した学力を養っていくことを踏まえ、引き続きICT
機器の積極的かつ効果的な活用を推進していきます。

今年度から、本市中学校・義務教育学校(後期課程)全５校において、家庭学習の充実、不登校生徒
への学力サポートなどを目的に「学校向けスタディサプリ」の利用を開始しました。

「学校向けスタディサプリ」とは
WEBテスト教材・動画教材・先生用の配信管理機能を備えたオンライン学習サービスです。基礎知識

の定着・個別最適なつまずき克服学習・自主学習促進などを支援し、家庭学習の充実などに向けて、さま
ざまな場面で活用できます。

「学校向けスタディサプリ」による学びの特徴
（１）講義動画による理解度促進

WEBドリル（確認テスト）と講義動画がセットになっており、自分の理解度に応じた学習を実現できま
す。また、教科書と連動しているため、授業の予習や復習、定期テスト対策などに活用できます。
（２）予習から復習まで自分に合った学びの実現

自分の学年だけでなく、全ての学年の学習コンテンツを利用することができます。授業の予習・復習だ
けでなく、下学年の学び直しから次学年以降の先取り学習など、自分に合った学習を実現できるよう、工
夫されています。
（３）受験対策や英検対策などにも対応

中学3年生向けに「受験対策講座」も用意されています。47都道府県別の公立高校受験対策用に作られ
た講座で、都道府県別に直近5カ年の入試を分析し、学習すべき分野や単元を入試問題で演習できます。
また、「英検対策講座」などもあり、生徒の目的に沿った学習を実現できるよう、豊富な学習コンテンツ
が用意されています。

オンライン学習サービス「学校向けスタディサプリ」を導入しました
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本市は、2年度に策定した第3期池田市一般廃棄物処理基本計画で17年度までに、家庭系および
事業系ごみの総排出量を元年度比14%削減することを目標にしています。5年度の状況についてお
知らせします。

■ごみの排出量は2万9,254ｔ
これは市民1人が1日当たり778ｇを排出していることに

なります。

■ごみの収集・処理経費は13億3,516万円
市民1人当たり1万3,000円の費用がかかっています。ご

み処理経費の一部には、指定袋と粗大ごみ処理券の販売収入
が使われています。

■リサイクルの状況は3,747ｔ
リサイクル率は12.8%でした。そのうち、子ども会など

が主体となって実施している集団回収は1,008tで、全リサ
イクル量の約26.9％を占めています。

■家庭ごみの減量にご協力を！
平成18年度の指定袋制導入直後に家庭ごみの排出量は大

きく減少しましたが、その後はほぼ横ばいとなっています。
一人一人が１日に排出するごみを100g減量すると、市全体
で年間3,749tのごみ減量と1億7,109万円のごみ収集・処
理経費の削減が見込めます。（下表参照）。

家庭で実践できるごみ減量施策として、「生ごみのひと絞
り」が挙げられます。最も多く排出される家庭ごみは「燃え
るごみ」で、特に大きな割合を占める生ごみはその80％が
水分といわれています。各家庭で生ごみを捨てる前に、「ぎ
ゅっ」と絞っていただければ、ごみの排出量や収集・処理経
費の削減に大きな効果が期待できます。ぜひご協力をお願い
します。

ごみの減量をめざして

5年度のごみについて
IKEDA
TOPICS

環　境

問合 環境政策課
☎︎754・6240

■︎総ごみ排出量・リサイクル量

■ごみ総排出量の推移

総ごみ排出量
29,254t

リサイクル量
（集団回収含む）
3,747t

燃えるごみ
14,557t

持ち込み
（事業系）
8,520t

資源物 2,329t

持ち込み（その他）
1,612t

集団回収 1,008t 燃えないごみ・粗大ごみ 1,228t

新聞・雑誌
1,303t

その他金属
517t

段ボール
799t

ビン 377t

トレイ 289t

ペットボトル 257t

紙パック 8t
アルミ 152t

古布 47t
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■清掃活動によるごみなど　■事業系ごみ
■家庭系ごみ（集団回収含む）（単位：t）

29,254

家庭で不用になった使用済みの天ぷら油を回収し、環
境にやさしい燃料であるバイオディーゼル燃料にリサイ
クルしています。回収場所などの詳細は市ホームページ
をご覧ください。

廃油回収（リサイクル）にご協力を！　○ID2540

　 年間 市民１人当たり換算

ごみの排出量 2万9,254t 285kg

１人１日100gの
ごみ減量をした場合の

ごみの排出量
2万5,505t 248kg

ごみの収集・処理経費 13億3,516万円 1万3,000円

１人１日100gの
ごみ減量をした場合の
ごみの収集・処理経費

11億6,407万円 1万1,334円

※表中の数字は端数処理をしています。

※総量は四捨五入していますので
合計が合わないことがあります。


